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　  　  貸出業務

　科目別貸出金平均残高
（単位：百万円）

種　　　類 平成30年度 令和元年度 増　減
手 形 貸 付 8,740 7,809 △       930
証 書 貸 付 400,388 402,701 2,312
当 座 貸 越 22,270 19,388 △    2,882
金 融 機 関 貸 付 153,129 121,644 △  31,485
割 引 手 形 － － －
合 計 584,529 551,544 △  32,985

　貸出金の金利条件別残高
（単位：百万円、％）

種　　　類 平成30年度末 令和元年度末 増　減
固 定 金 利 貸 出 302,287（  55.5） 298,943（  55.5） △    3,343
変 動 金 利 貸 出 242,490（  44.5） 239,280（  44.5） △    3,209
合 計 544,777（100.0） 538,223（100.0） △    6,553

注�　（　）内は構成比です。

　貸出金の担保別残高
（単位：百万円）

種　　　類 平成30年度末 令和元年度末 増　減
貯 金 等 30 1,127 1,097
有 価 証 券 64 50 △         14
動 産 − − −
不 動 産 3,584 3,931 346
そ の 他 担 保 物 − − −

計 3,678 5,108 1,430
農業信用基金協会保証 − − −
そ の 他 保 証 6,279 6,007 △       272

計 6,279 6,007 △       272
信 用 534,819 527,107 △    7,711
合 計 544,777 538,223 △    6,553
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　債務保証の担保別残高
（単位：百万円）

種　　　類 平成30年度末 令和元年度末 増　減
貯 金 等 − − −
有 価 証 券 − − −
動 産 − − −
不 動 産 4,593 2,273 △    2,320
そ の 他 担 保 物 − − −

計 4,593 2,273 △    2,320
農業信用基金協会保証 − − −
そ の 他 保 証 26 23 △           2

計 26 23 △           2
信 用 2,281 2,142 △       139
合 計 6,902 4,439 △    2,462

　貸出金の使途別残高
（単位：百万円、％）

種　　　類 平成30年度末 令和元年度末 増　減
設 備 資 金 33,485（    6.1） 29,696（    5.5） △    3,788
運 転 資 金 511,292（  93.9） 508,526（  94.5） △    2,765
合 計 544,777（100.0） 538,223（100.0） △    6,553

注�　（　）内は構成比です。

　貸出金の業種別残高
（単位：百万円、％）

種　　　類 平成30年度末 令和元年度末 増　減
農 業 2,847（    0.5） 3,035（    0.6） 187
林 業 −（      −） −（      −） −
水 産 業 −（      −） −（      −） −
製 造 業 55,378（  10.2） 47,980（    8.9） △    7,398
鉱 業 −（      −） −（      −） −
建 設 業 4,365（    0.8） 3,099（    0.6） △    1,265
電気・ガス・熱供給・水道業 15,877（    2.9） 15,235（    2.8） △       642
運 輸 ・ 通 信 業 14,294（    2.6） 13,684（    2.5） △       610
卸 売・ 小 売・ 飲 食 業 55,643（  10.2） 54,066（  10.0） △    1,576
金 融 ・ 保 険 業 170,656（  31.3） 171,708（  31.9） 1,051
不 動 産 業 46,197（    8.5） 46,425（    8.6） 227
サ ー ビ ス 業 153,813（  28.2） 159,741（  29.7） 5,928
地 方 公 共 団 体 20,754（    3.8） 19,133（    3.6） △    1,620
そ の 他 4,948（    0.9） 4,113（    0.8） △       835
合 計 544,777（100.0） 538,223（100.0） △    6,553

注　（　）内は構成比です。

　  貸出業務
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　主要な農業関係の貸出金残高

【営農類型別】	 （単位：百万円）

種　　　類 平成30年度末 令和元年度末 増　減
農 業 3,214 3,485 270

穀 作 183 185 2
野 菜 ・ 園 芸 254 229 △         24
果 樹・ 樹 園 農 業 1 3 1
工 芸 作 物 － － －
養 豚・ 肉 牛・ 酪 農 971 1,136 165
養 鶏 ・ 鶏 卵 1,328 1,392 64
養 蚕 － － －
そ の 他 農 業 475 537 62

農 業 関 連 団 体 等 15,684 14,274 △    1,410
合 　 　 計 18,899 17,760 △    1,139

注１�　農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人および農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要な資金や、農産物の生産・加工・流通に関係
する事業に必要な資金等が該当します。

　２�　「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農業所得等が含まれています。
　３　「農業関連団体等」には、ＪＡや連合会（全農）とその子会社等が含まれています。

【資金種類別】
（貸出金）	 （単位：百万円）

種　　　類 平成30年度末 令和元年度末 増　減
プ ロ パ ー 資 金 18,421 17,388 △    1,033
農 業 近 代 化 資 金 477 371 △       106
合 　 　 計 18,899 17,760 △    1,139

注１　プロパー資金とは、信連原資の資本を融資しているもののうち、制度資金以外のものをいいます。
　２�　農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地方公共団体が利子補給等を行うことで信連が低利で融資するもの、

③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり、ここでは②のみを対象としています。
　３　その他制度資金には、農業経営改善促進資金（スーパーS資金）や農業経営負担軽減支援資金などが該当します。

（受託貸付金）	 （単位：百万円）

種　　　類 平成30年度末 令和元年度末 増　減
日本政策金融公庫資金 34,148 21,903 △  12,245
合 計 34,148 21,903 △  12,245

注　日本政策金融公庫資金は、農業（旧農林漁業金融公庫）にかかる資金をいいます。

　元本補てん契約のある信託にかかる貸出金のリスク管理債権の状況
　該当する取引はありません。
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　貸倒引当金の期末残高および期中の増減額
（単位：百万円）

区　　分

平成30年度 令和元年度

期　首
残　高

期　中
増加額

期　中
減少額

期　末
残　高

期　首
残　高

期　中
増加額

期　中
減少額

期　末
残　高

一 般
貸 倒 引 当 金 1,551 1,474 1,551 1,474 1,474 1,924 1,474 1,924

個 別
貸 倒 引 当 金 1,385 1,479 1,385 1,479 1,479 568 1,479 568

合 計 2,937 2,954 2,937 2,954 2,954 2,492 2,954 2,492

　貸出金償却額
（単位：百万円）

区　　分 平成30年度 令和元年度
貸 出 金 償 却 額 − 1,063

注　上記の金額は、個別貸倒引当金の目的使用による取崩額を相殺する前の金額です。

　リスク管理債権額の状況
（単位：百万円）

区　　分 平成30年度末 令和元年度末 増　減
破 綻 先 債 権 1,070 15 △    1,054
延 滞 債 権 1,047 1,159 111
３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 − − −
貸 出 条 件 緩 和 債 権 2,881 2,831 △         50
合 計 4,999 4,005 △       993

注�　リスク管理債権は、貸出金について「農業協同組合法施行規則」に定める次の区分に準じて開示しています。
　⑴　破綻先債権
　　�　元本または利息の支払いの遅延が相当期間継続していること、その他の事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして

未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令第 96条第１
項第３号イからホまでに掲げる事由または同項第４号に規定する事由が生じているものをいいます。

　⑵　延滞債権 
　　�　未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権および債務者の経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以外をいい

ます。
　⑶　３カ月以上延滞債権 
　　�　元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から３月以上延滞している貸出金で、破綻先債権および延滞債権に該当しないものをいいます。
　⑷　貸出条件緩和債権 
　　�　債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決

めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権および３カ月以上延滞債権に該当しないものをいいます。

　  貸出業務
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　金融再生法開示債権区分に基づく保全状況
（単位：百万円）

区　　　　分 債権額
保全額

担保 保証 引当 合計

　【平成30年度末】

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 1,074 － － 1,074 1,074
危 険 債 権 1,110 492 0 405 897
要 管 理 債 権 2,881 － 50 8 58

計 5,065 492 50 1,487 2,030

正 常 債 権 546,893

合 計 551,959

　【令和元年度末】

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 19 － － 19 19
危 険 債 権 1,206 487 － 549 1,036
要 管 理 債 権 2,831 － － 44 44

計 4,056 487 － 612 1,100

正 常 債 権 538,859

合 計 542,916
注�　上記の債権区分は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成 10年法律第 132 号）第６条に基づき、債務者の財政状態および経営
成績等を基礎として、次のとおり区分したものです。なお、当会は同法の対象とはなっていませんが、参考として同法の定める基準に従い債権額を掲
載しています。

　⑴　破産更生債権及びこれらに準ずる債権
　　�　破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権およびこれらに準ずる債権をいい

ます。
　⑵　危険債権
　　�　債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および利息の受取りができない

可能性の高い債権をいいます。
　⑶　要管理債権
　　�　３カ月以上延滞債権で上記⑴および⑵に該当しないものならびに貸出条件緩和債権をいいます。
　⑷　正常債権
　　　債務者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとして、上記⑴から⑶までに掲げる債権以外のものに区分される債権をいいます。


